
書式第１３号（法第２８条関係）

   ２０２２年度　活動計算書（その他事業がない場合）
特定非営利活動法人 国際インフラパートナーズ

（単位：円）
科 目 金　　額 小計・合計

【Ａ】　経　常　収　益
１　受取会費 253,000

正会員受取会費 103,000
賛助会員受取会費 150,000

２　受取寄附金 101,000
受取寄附金 101,000

３　受取助成金等 0
外務省ＮＧＯ連携無償事業 0

４　事業収益 387
国際協力機構草の根（パートナー型）事業収益 0
英訳技術資料電子出版収益 387

５　その他の収益 77
受取利息 77

経　常　収　益　計 354,464
【Ｂ】　経　常　費　用

１　事業費
（１）人件費 1,467,700
給料手当 985,500
臨時雇賃金 482,200

（２）その他経費 4,696,310
会議費 149,690
旅費交通費 4,090,837
通信運搬費 92,400
地代家賃 111,957
業務委託費 0
消耗品費 137,331
雑費 114,095

事業費計 6,164,010
２　管理費

（１）人件費 1,800,000
給料手当 1,800,000
臨時雇賃金 0

（２）その他経費 577,691
会議費 2,800
交通費 10,000
消耗品費 253
租税公課 2,850
通信運搬費 5,188
地代家賃 501,600
広告宣伝費 50,000
雑費 5,000

管理費計 2,377,691
経　常　費　用　計 8,541,701
当　期　経　常　増　減　額　【Ａ】－【Ｂ】　・・・① -8,187,237
【Ｃ】　経　常　外　収　益

経　常　外　収　益　計 0
【Ｄ】　経　常　外　費　用

経　常　外　費　用　計 0
当　期　経　常　外　増　減　額　【Ｃ】－【Ｄ】　・・・② 0
税　引　前　当　期　正　味　財　産　増　減　額　①＋②　・・・③ -8,187,237

法人税、住民税及び事業税　・・・④ 0
前期繰越正味財産額　・・・⑤ 13,926,858

次　期　繰　越　正　味　財　産　額　③－④＋⑤ 5,739,621

事 業 報 告 用



書式第１５号（法第２８条関係）

   ２０２２年度　貸借対照表　
特定非営利活動法人　国際インフラパートナーズ

（単位：円）
科 目 金　　額 小計・合計

【Ａ】　資　産　の　部
１　流動資産

現金預金 5,774,401
未収金 0
棚卸資産 0

流動資産合計　・・・① 5,774,401
２　固定資産

（１）有形固定資産
車両運搬具 0
什器備品 0

0
（２）無形固定資産
ソフトウェア 0
借地権 0

0
（３）投資その他の資産
敷金 0
長期貸付金 0

0
固定資産合計　・・・② 0

【Ａ】資　産　合　計　①＋② 5,774,401

【Ｂ－１】　負　債　の　部
１　事業費流動負債

未払金 0
預り金
　　給与にかかわる源泉徴収税等 34,780

34,780
流動負債合計　・・・③ 34,780
２　固定負債

長期借入金
0

0
固定負債合計　・・・④ 0

負　債　合　計　③＋④ 34,780
【Ｂ－２】　正　味　財　産　の　部

前期繰越正味財産額 13,926,858
当期正味財産増減額 -8,187,237

正　味　財　産　合　計 5,739,621

【Ｂ】　負　債　及　び　正　味　財　産　合　計　【Ｂ－１】＋【Ｂ－２】 5,774,401

事 業 報 告 用



書式第１７号（法第２８条関係）

     ２０２２年度　財産目録　
特定非営利活動法人 国際インフラパートナーズ

         （単位：円）
科 目 金　　額 小　　計 合　　計

【Ａ】　資　産　の　部
１　流動資産

現金預金
手元現金 223,467 223,467

223,467
預金
国内預金
ゆうちょ銀行振替口座 0
ゆうちょ銀行普通貯金 576
三菱ＵＦＪ銀行普通預金 5,525,802 5,526,378

海外預金
ミャンマーＣＢバンク預金 24,556 24,556

5,550,934

流動資産合計　・・・① 5,774,401
２　固定資産

（１）有形固定資産
0

（２）無形固定資産
0

（３）投資その他の資産
0

固定資産合計　・・・② 0

【Ａ】資　産　合　計　①＋② 5,774,401

【Ｂ－１】　負　債　の　部
１　事業費流動負債

未払金
0

預り金
源泉徴収税 34,780 34,780

0
34,780

流動負債合計　・・・③ 34,780
２　固定負債

長期借入金
0

固定負債合計　・・・④ 0

【Ｂ－１】負　債　合　計　③＋④ 34,780

【Ｂ－２】正　味　財　産　合　計　【Ａ】－【Ｂ－１】 5,739,621

事 業 報 告 用



書式第１６号（法第２８条関係）

　　　　特定非営利活動法人　国際インフラパートナーズ

１．重要な会計方針

　　
　 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　貯蔵品の評価方法は個別原価法を採用しています。

　 固定資産の減価償却の方法
　什器備品の減価償却は3年定額方式によっています。

　 施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスやボランティアによる役務の提供の受入は、活動計算書に計上しています。
また計上額の算定方法は、「施設の提供等の物的サービス受入の内訳」に記載しています。

消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

２．事業別損益の状況
（単位：円）

経済技術
協力事業

技術移転
等

事業

技術交流等
事業

相互理
解・

友好増進
等

事業部門計 管理部門計 合計

Ⅰ　経常収益
受取会費 253,000 253,000
正会員受取会費 103,000 103,000
賛助会員受取会費 150,000 150,000
受取寄附金 101,000 101,000
受取寄付金（一般） 101,000 101,000
受取寄付金（条件付） 0 0
受取補助金等 0 0 0
事業収益 0 387 387 387
その他収益 77 77
受取利息 77 77

経常収益計 0 0 0 0 387 354,077 354,464
Ⅱ　経常費用
（１） 人件費

給料手当 962,800 22,700 985,500 1,800,000 2,785,500
臨時雇賃金 482,200 482,200 0 482,200
人件費計 1,445,000 0 0 0 1,467,700 1,800,000 3,267,700
その他経費
業務委託費 0 0 0 0
会議費 130,314 19,376 149,690 2,800 152,490
旅費・交通費 4,050,557 40,280 4,090,837 10,000 4,100,837
通信運搬費 92,290 110 92,400 5,188 97,588
消耗品費 137,331 0 137,331 253 137,584
地代家賃 111,957 111,957 501,600 613,557
租税公課 15,029 0 15,029 2,850 17,879
支払手数料 0 0 0 0
広告宣伝費 0 0 50,000 50,000
雑費 90,666 8,400 99,066 5,000 104,066
その他経費計 4,628,144 0 68,166 0 4,696,310 577,691 5,274,001

経常費用計 6,073,144 0 68,166 0 6,164,010 2,377,691 8,541,701
当期経常増減額 -8,187,237

前期末正味財産額 13,926,858
次期繰越正味財産額 5,739,621

 １．

　　２０２２年度　　計算書類の注記

（２）

（３）

 ３．

 ４．

（２）

（１）

科目

（４）

　計算書類の作成は、NPO法人会計基準（2010年7月20日　2011年11月20日一部改正　NPO法人会計基準協議会）に
よっています。

 ５．

 ２．

事 業 報 告 用



３．施設の提供等の物的サービスの受入の内訳
（単位：円）

内容 金額 算定方法
なし

４．使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳（正味財産の増減及び残高の状況）は以下の通りです。
当法人の正味財産は10,748,355円ですが、そのうち261,232円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は10,487,123円です。

（単位：円）
期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

0 0 0 0

21,175 0 21,175 0

合計 21,175 0 21,175 0

５．固定資産の増減内訳
（単位：円）

期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

なし

合計

６．借入金の増減内訳
（単位：円）

期首残高 当期借入 当期返済 期末残高
0 0 0 0
0 0 0 0

７．役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引はありません。

８
．

　・　事業費と管理費の按分方法

　・　その他の事業に係る資産の状況

備考

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

科目

合計

その他の事業は行っていません。

業務内容に応じて按分

内容

　経済技術協力等事業
にあてるとの条件付き

　技術交流等事業にあ
てるとの条件付き

科目


